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１ はじめに 

 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い飛散した

放射性物質により，福島県を中心に関東圏域等に及ぶ

広域な放射性物質汚染が生じた。特に半減期が 30 年

の Cs-137 の除染が緊急の課題である。また，汚染さ

れた木くず等の焼却に伴って発生した放射性物質を含

んだ焼却灰・焼却飛灰等の処理・管理も問題となって

いる。国は，放射性物質に汚染された廃棄物の処理と

土壌等の除染の二本柱からなる特別措置法「放射性物

質汚染対処特別措置法」を平成 23 年 8 月 30 日に公

布し，平成 24 年 1 月 1 日から本格施行している。そ

の中で，放射性物質に汚染された廃棄物の処理に関し

ては，放射性セシウム濃度(Cs-134とCs-137の合計値)
が 8,000Bq/kg を超える廃棄物は「指定廃棄物」とし，

国の責務で処理することとされ，それまでの間，保管

することとされている。それ以外の放射性物質濃度が

8,000Bq/kg 未満の廃棄物は，廃棄物処理法に則って処

理をすることとなっている。今回，千葉県の廃棄物焼

却施設で処理されている廃棄物の焼却飛灰と重金属類

及びダイオキシン類の溶出を防ぐために不溶化処理し

た飛灰（以下，処理飛灰）について溶出試験を行い，

放射性セシウム，重金属類及びイオン等の溶出挙動に

ついての実態を調査した。 
２ 試料及び方法 

 試料は，千葉県内廃棄物焼却施設（A～E）の５施設

から飛灰と処理飛灰（キレート又はセメント固化処理）

を採取して用いた。 表１に調査対象施設の概要を示

す。試料 No.の右端数字１が焼却飛灰を２が処理飛灰

を表す（E1 のみ主灰）。 
溶出試験は，JIS K0058-1 有姿撹拌試験により行っ

た。すなわち，試料 200g を有姿のまま容器に入れ，

10 倍量 (L/kg) の純水(2L)を入れ，撹拌翼を備えた攪

拌装置を用いて毎分 200 回転で 6 時間攪拌した。攪拌

後 10～30 分静置し，上澄み液を孔径 0.45 μm のメ

ンブレンフィルターを用いてろ過を行い，ろ液の pH 
と電気伝導度 (EC) を併せて測定した。得られたろ液

について，重金属類については JIS-K-0102 ICP 発光

分光分析法(Varian, Inc., Vista-PRO)により，イオン類

については，JIS-K-0102 イオンクロマトグラフ法（東

ソー, IC 2010）により分析を行った。 
３ 結果 

表 2 に飛灰試料中に含有するセシウム濃度(Cs-134
とCs-137 の合計値)とダイオキシン類濃度を示す。セ

シウム濃度は，213～1760Bq/kg の範囲，ダイオキシ

ン類濃度は，22.6～1,790pg-TEQ/g でいずれも埋立基

準の8,000Bq/kg及び3,000pg-TEQ/gを大きく下回っ

ていた。 
表 3 に溶出試験の結果を示す。溶出試験後の放射性

セシウムの不溶化率（溶出防止の割合，%）は，A2 を

除き 0～30％であり，現状の不溶化処理では効果がほ

とんどないことが確認された。    
図 1 に放射性セシウムの溶出量(Bq/L)とセシウムと

同族（1A，アルカリ金属）であるK+ とNa+の溶出量

(mg/L)についての関係を示す。今回の放射性セシウム

濃度では，その溶出量とNa+，K+の溶出量との間の相

関は低い関係であった。 



 
４ 結論 

 本研究の結果，以下のことが明らかになった。 
１）溶出試験後の放射性セシウムの不溶化率(%)は，

A2 を除き 0～30％であり，現状の不溶化処理では

効果がほとんどないことが確認された。 
２）放射性セシウムの溶出量(Bq/L)とセシウムと同族 

（1A，アルカリ金属）である K+ と Na+の溶出量

(mg/L)との溶出挙動の相関性は低い関係であっ

た。 
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